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このことを、業務上過失傷害における科刑状況を表すグラフによって確認しよう。図１５に示すとおり、
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業務上過失傷害においては、昭和６２年頃から「３万円以上（５万円未満)」およびそれより下の階級におけ
る事例数が急激に減少する様子が認められる。この現象は、一見、事例分布が上限側に移動したために生じ
たように見受けられる。しかし、仮に、図１５において「３万円以上（５万円未満)」から下の階級の事例を
そっくりそのまま除いてしまい、「５万円以上（１０万円未満)」から上の階級だけに着目して科刑状況の変化
を見るのであれば、昭和５０年から平成２年までの期間で事例分布は見かけほど大きくは変化していないこ
とがわかるであろう。したがって、業務上過失傷害における昭和６２年頃からの科刑状況の変化は、起訴猶
予率の増加が大きく影響して生じたものであり、今までに検討してきたような意味での「事例分布の上限方
向への移動」とは異なるものであると判断すべきなのである。なお、同様の状況は、重過失傷害においても
見られる（重過失傷害の起訴猶予率・起訴率については、図１４を参照)。
Ｓ若干の考察
以上で検討したように、平成３年の罰金額等の改正において、法定刑引上げの必要性については、低額群
に属する罪では明らかにその必要性を認めることができるが、中額群、高額群と罰金の多額が上がるにした
がって引上げの必要性は低くなり、超高額群に属する罪に至っては引上げの必要性を認めることは困難であ
る。また、法定刑引上げの妥当性については、少額群では現実の量刑実務に対して低すぎる上限が設定され
ているが、中額群、高額群と進むにつれてこの傾向は減少し、超高額群になると逆に現実の量刑実務に対し
ては高すぎる上限が設定されていると判断することができる。
法定刑引上げの妥当性に関しては、次のように考察することが可能であろう。すなわち、平成３年の罰金
額等の改正においては、前回の改正（昭和４７年）以降の経済事情の変動にあわせて原則２．５倍のほぼ一律
の引上げ率が適用された。しかしながら、これに対して、現実の量刑実務において必要とされた引上げ幅は、
罰金額の多寡によって異なる引上げ率を、つまり、低額の領域では高い引上げ率を、高額になるにしたがっ
て低い引上げ率を要求していたのである。確かに、平成３年の改正では、原則２．５倍としながらも、｜日法定
刑における罰金多額が「１万円」の罪については１０倍の引上げ、同じく「２万円の」と「４万円」のものに
ついては５倍、同じく「６万円」のものについては約３．３倍、同じく「１０万円」のものについては３倍とい
うように、罰金多額が低額になるほど引上げ率が高くなるように傾斜をつけている。問題は、この考え方を
対象となる罪の全体に適用しなかったこと、および、適用した引上げ率である。本稿の検討によれば、高額
群においてほぼ適当な上限が設定されていることがわかる。したがって、経済事情の変動に対応した２５倍
の引上げ率は高額群に属する罪に対して適用し、他の罪に対しては、罰金多額が低くなるにしたがって高い
引上げ率を、罰金多額が高くなるにしたがって低い引上げ率を適用すべきであったように思われる。また、
改正後においては、科料および５万円未満の事例はほとんど存在せず、これらの金額による刑は現実には機
能していないことがわかる。したがって、科料および罰金の寡額についても、再検討する必要があろう。
次に、業務上過失致死について、若干検討を加えておく。業務上過失致死は、高額群に属しながらも、改
正時点において法定刑引上げの必要性は高く、また、引上げ後の法定刑においても早い時点から事例分布の
上限への接近が認められ、引上げ幅は充分ではなかったと判断できる。これに対して、業務過失致死と同じ
条文上で同じ法定刑が定められている業務上過失傷害については、改正前においては業務上過失致死ほど事
例分布の上限への偏りは認められず、また、改正後においても、対数座標における中央値が位置する階級を
事例分布の最頻出部として、上限方向に漸次減少する分布を形成しており、理論的事例分布に近い分布を形
成している（図１５参照)。このような相違は、刑法２１１条の法定刑は、傷害（致傷）について考える場合
には適切であるが、致死について考える場合には（法定刑が同じであるため）低すぎると量刑実務に受け止
められているためと考えられる。致死と傷害（致傷）について同一の法定刑が規定されていることの問題は
以前から指摘されているが、科刑状況の検討からもあらためてその問題点を指摘できるのである。
最後に、本稿では、平成３年の罰金額等の改正について、２で述べた法定刑引上げの二つの類型のうち、
現実の科刑状況の変化に法定刑を適合させる場合（２(1)）として検討をすすめてきた。しかしながら、上
で述べたように、超高額群に属する罪については、改正前において法定刑引上げの必要性は認められない。
それにもかかわらず、法定刑引上げによって、これらの罪の事例分布は、最頻出部を「１０万円以上（２０万
円未満)」の階級から「３０万円以上（５０万円未満)」あるいは「２０万円以上（３０万円未満)」の階級とする
分布に移り、高額の方向へ移動しているのである。したがって、これらの罪に関する限り、改正に関する立
法当局の説明にもかかわらず、法定刑引上げの形態は、現実の科刑状況の変化に法定刑を適合させる場合
法定刑の引上げと量刑 8１
（２(1)）ではなく、法定刑の変更によって現実の科刑状況を変えようとする場合（２(2)）に該当するもの
と考えられる。そのような視点で見た場合、まず、量刑実務は法改正によって意図された方向にとりあえず
は動いたものと捉えることができる。しかしながら、改正後の事例分布は、最頻出部が中央値を下回るなど、
改正後の法定刑枠の中でかなり下限側に形成されていることがわかる。仮に、改正によって新たに設定され
た法定刑に「忠実」にしたがうとするのであれば、平成７年以降の事例分布はもっと高額側に形成されなけ
ればならない。この意味では、量刑実務は、法改正によって意図された「程度」には動いていないのである。
ここでは、量刑実務と実定法（それによって規定される法定刑)、換言すれば、司法と立法との関係が問
題になるのである。量刑実務を重視する立場に立てば、法定刑引上げの必要性が存在しない、すなわち、改
正前の法定刑の範囲内である程度適切な量刑がなされている場合には、たとえ法定刑の引上げがなされたと
しても、それが旧法定刑における事例分布を認めるような範囲を設定しているのであれば、量刑実務は法定
刑引上げとは関係なく従来通りの量刑を行えばよい。一方、実定法を重視する立場に立てば、実定法によっ
て新たな法定刑が設定された以上、量刑実務は、あくまでもその新しい法定刑を前提として、その中で適切
な事例分布（理論的事例分布に近い分布）が形成されるように、量刑を行うべきである。しかし、前者の立
場を徹底することは、法定刑を通した立法の裁判実務に対する規制機能を無にすることになり、罪刑法定主
義の趣旨にも反することになろう。また、後者の立場に立てば、特に我が国のように立法による手当が遅れ
がちな国においては、状況の変化に対する量刑の弾力的な運用ができず、適切な量刑が不可能になる危険性
がある。したがって、両者の考え方を適当に取り込んでいくというのが、現実的な選択であろう。要は、そ
のバランスである。分業的共同作業(３３)の中身を具体的にどのように定めるのかが、重要なのである。本稿で
はこれ以上詳しい検討はできないが、量刑における重要な論点として、その問題点を指摘しておきたい。
<註＞
(1)道路交通法の一部を改正する法律（平成１３年法律第５１号）が、平成１３年６月２０日に公布、平成１４年６月１日に－
部を除いて施行され、罰則の引上げ等がなされた。この改正により、例えば、救護義務違反が「３年以下の懲役又は２０
万円以下の罰金」から「５年以下の懲役又は５０万円以下の罰金」へ、酒酔い運転が「２年以下の懲役又は１０万円以下
の罰金」から「３年以下の懲役又は５０万円以下の罰金」へ、酒気帯び運転が「３月以下の懲役又は５万円以下の罰金」
から「１年以下の懲役又は３０万円以下の罰金」へ、無免許運転が「６月以下の懲役又は１０万円以下の罰金」から「１
年以下の懲役又は３０万円以下の罰金」へ引き上げられた。なお、本改正の概要については、安部久晃･岡素彦･稲盛久
人「『道路交通法の一部を改正する法律』の概要について」捜査研究５０巻９号（2001年）９頁以下、小田部耕治「道路
交通法の一部を改正する法律及び自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律」ジュリスト１２１０号（2001年）９６頁
以下、また、本改正のうち罰則の強化については、福田守雄「道路交通法の一部を改正する法律について(3)」警察学
論集５４巻１１号（2001年）８３頁以下など参照。
(2)刑法の一部を改正する法律（平成１３年法律第138号）が、平成１３年１２月５日に公布、同年１２月２５日に施行され、
危険運転致死傷罪が新設された。危険運転致死傷罪の新設により、飲酒等により正常な運転ができない状態による自動
車運転等、一定の「危険運転行為」によって人を死傷させた場合、致傷の場合で上限が５年から１０年へ、致死の場合
で５年から１５年へと、法定刑が引上げられた。なお、危険運転致死傷罪の概要については、山田利行「『刑法の一部を
改正する法律」及び『刑事訴訟法等の一部を改正する法律』について」研修６４３号（2002年）６１頁以下、山田利行･長
瀬敬昭「『刑法の一部を改正する法律』及び『刑事訴訟法等の一部を改正する法律』について」法律のひろば５５巻２号
（2002年）５６頁以下、井上宏「自動車運転による死傷事犯に対する罰則の整備（刑法の一部改正）等について」ジュ
リスト１２１６号（2002年）３６頁以下、同「刑法の一部を改正する法律等について－危険運転致死傷罪の新設等」現代刑
事法４巻４号（2002年）９１頁以下など参照。
(3)長井回「道路交通犯罪と過失犯一自動車危険運転致死傷罪への疑問」現代刑事法４巻６号（2002年）３５頁参照。
(4)罰金の額等の引上げのための刑法等の一部を改正する法律（平成３年法律第３１号）が、平成３年４月１７日に公布、
同年５月７日から施行され、刑法に規定されている罰金・科料を中心に法定刑の引上げがなされた。詳細については、
後述（３(1),(2)）する。
(5)なお、本文前述の平成１３年の道路交通法改正による罰則の引上げおよび危険運転致死傷罪については、平成３年の
罰金額等の引上げと同様に、重大な関心が寄せられる。しかし、施行後あまり時間が過ぎておらず、そのため引上げ後
の統計データが充分でないと考えられるため、これらに関する検討は条件が整う他日を期したいと思う。
(6)量刑においては、法律上の加重・減軽事由あるいは裁判上の減軽事由（酌量減軽）がある場合には、法定刑の上限.
小島透8２
下限が上方（加重の場合）あるいは下方（減軽の場合）に修正される。このように修正された刑飼枠を、処断刑という。
そして、具体的な刑罰は、この処断刑の範囲において決定され、言い渡される。
(7)池田茂穂「我が国における財産刑運用の実情と問題点について」法務総合研究所研究部紀要３２号（1989年）２５頁参
照。
(8)この類型については、小島透「量刑の評価過程と数量的構造（3｡完）－量刑における数学モデルの検討を中心として」
名古屋大学法政論集170号（1997年）２９頁以下において詳細に検討しているので、参照されたい。
(9)なお、池田・前掲註(7)１３頁以下では、平成３年の罰金額等の引上げより前の時期におけるわが国の財産刑の科刑状
況について、低額罰金刑の消滅、財産刑運用幅の変更、頭打ち現象（上限接近化）の三つ基準を設定して、法定刑引上
げの必要性を検討している。
(10）川崎一夫『体系的量刑論」（1991年）１６頁以下。
(11）刑法における罰金・科料の額の改正については、青木正良「罰金額の変遷」立教法学４９号(1998年）１５２頁以下参
照。
(12）東條伸一郎・角田正紀「罰金刑の見直しについて（上)」判例タイムス668号（1988年）５０頁以下。
(13）東條･角田・前掲註(12）５５頁。
(14）昭和４７年改正以降の罰金・科料の運用の問題点については、河村博「罰金刑について」研修４７９号（1988年）３８
頁以下、尾崎道明「嗣金刑について－その２」研修480号（1988年）７２頁以下；東條･角田・前掲註(12）４８頁以下、同
「罰金刑の見直しについて（下)」判例タイムス６７１号（1988年）３１頁以下、池田・前掲註(7)１頁以下、同「我が国
における罰金刑運用の実情と問題点」時の法令1356号（1989年）３０頁以下など参照。
(15）角田正紀「『罰金の額等の引上げのための刑法等の一部を改正する法律案』について」研修５１７号（1991年）５９頁。
(16）角田正紀「罰金の額等の引上げのための刑法等の一部を改正する法律について」ジュリスト９８２号（1991年）７３頁
以下、同「罰金刑の見直し－罰金の額等の引上げのための刑法等の一部を改正する法律（平３．４．１７公布法律第３１号)」
時の法令１４０８号（１９９１年）６頁以下、小島吉晴「罰金額の引上げのための刑法等の－部改正」法律のひろぱ４４巻９号
（1991年）１６頁以下など参照。
(17）検討を進めるにしたがい、平成３年の改正による法定刑引上げのすべてが、必ずしも「現実の科刑状況の変化に法
定刑を適合させる場合」だけではないことがわかる。これについては、後述（５）する。
(18）本稿で用いたデータは、『司法統計年報２刑事編』に掲載された表のうち、「通常第一審事件の終局総人員一罪名、
男女・法人別終局区分別一全地方裁判所」（36-1表、平成９，１０年では34-1表)、「通常第一審事件の有罪（罰金）人員一
罪名別罰金額区分別一全地方裁判所」（36-4表、平成９，１０年では34-4表)、「通常第一審事件の終局総人員一罪名、男女
.法人別終局区分別一全簡易裁判所」（36-5表、平成９，１０年では34-5表)、「通常第一審事件の有罪（罰金）人員一罪名
別罰金額区分別一全簡易裁判所」（36-7表、平成9,10年では34-7表)、「略式及び即決事件の終局総人員一罪名別終局区
分（科刑，その他）別一全簡易裁判所」（37表、平成9,10年では３５表）による。
(19）調査期間の始期については、昭和４７年の罰金額等の改正による量刑の移行期、すなわち旧法定刑による事件と新法
定刑による事件とが混在する期間を考慮して、昭和５０年とした。また、司法統計年報に掲載されるデータの罪名別の
分類方法が、平成１１年から、それまでの「傷害｣、「傷害致死｣、「暴行」等の個々の罪名ごとの細かい分類から、「傷害
の罪｣、「過失傷害の罪」のように章を中心とした大きな分類に変更された。このため、平成１１年以降の司法統計年報
からはそれまでのように個々の罪名ごとのデータが抽出できなくなったため、調査期間の終期を平成１０年とした。
(20）なお、グラフの階級は、基本的に司法統計年報の金額区分にしたがったが、－部については変更を加えた。まず、
通常第一審における有罪人員表の階級は、地方裁判所、簡易裁判所ともに、…「１万円以上｣、「２万円以上｣、「３万円
以上」・・・とされているが、略式手続における総人員表の階級は、…「１万円以上｣、「３万円以上」…とされており、
略式手続においては「２万円以上」の階級が存在しない。このため、通常第一審における階級を略式手続における階級
に合わせることとし、「２万円以上」の階級の人員数を「１万円以上」の階級に合算して処理を行った。また、平成２年
以前の司法統計年報においては、略式手続における階級は、最下位が「４千円未満｣、それに続いて「４千円以上｣、「５
千円以上｣、「１万円以上」…となっており、通常第一審における階級（最下位が「１万円未満｣、それに続いて「1万
円以上」…）とは異なっている。したがって、ここでは略式手続における階級を通常第一審における階級に合わせ、
「４千円未満｣、「４千円以上｣、「５千円以上」の各階級の人員数をすべて「１万円未満」の階級に合算して処理を行った。
さらに、平成２年以前の略式手続における最上位の階級は「２０万円｣、平成３年以後の略式手続における最上位の階級
は「５０万円」であるが、通常第一審における階級に合わせて、それぞれ「２０万円以上｣、「５０万円以上」の階級に属す
るものとして処理を行った（ただし、通常第一審の人員数が計上されておらず、略式手続のみ人員数が計上される場合
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には、略式手続の階級すなわち「２０万円」あるいは「５０万円」をそのまま用いた)。また、科料に関しては、すべて「科
料」として－つの階級に計上した。なお、階級値の取り方によって、事例分布は異なる形状をとりうる。本稿の検討に
おいては、司法統計年報のデータを使用することによる制約から以上のような階級値を用いることとしたが、このよう
な階級値の設定が必ずしも最適な階級値の取り方を意味するものではない。しかしながら、以上のような階級値によっ
ても本稿の検討において必要とされるおおよその科刑状況は把握できるものと考え、検討をすすめることとした。
(21）なお、現実の量刑では、各本条に規定された法定刑をもとに加重減軽が行われる（処断刑の形成）ことがあり、そ
の場合には、法定刑の下限より下、あるいは、上限より上の領域に事例が存在することがある。ただ、その場合でも、
法定刑の下限および上限が事例の分布状況を把握するための指標として機能することに、かわりはない。
(22）KarlHaag,RationaleSrafZumcssung,EincntschcidungstheolCtischcsModeIIdcrstrafTichtcrIichenEntscheidung,1970,ｓ62-65.
また、松宮崇･徳山孝之･岩井宜子「量刑の数量化に関する基礎的研究一自動車事故事件について」法務総合研究所研究
部紀要１４号（1971年）３３頁も、対数関数の採用の可能性を示唆している。
(23）Haag,Anm､22,ｓ７４．
(24）小島・前掲註(8)２８頁。なお、対数関数を用いた刑罰枠の評価座標については、小島・前掲註(8)１７頁以下におい
て詳細に検討しているので、参照されたい。
(25）この分類については、池田・前掲註(7)１３頁以下を参考にした。
(26）審理期間については、『司法統計年報２刑事編』に掲載された表のうち、「通常第一審事件の終局総人員一罪名別審
理期間（受理の日から終局まで）及び自白の程度別一全地方裁判所」（31-4表、平成９，１０年では29-4表)、「通常第一審
事件の終局総人員一罪名別審理期間（受理の日から終局まで）及び自白の程度別一全簡易裁判所」（31-5表、平成９，１０
年では29-5表）による。
(27）本文で述べた罪の他に、低額群に属するものとしては、自己所有建造物等以外放火（110条２項、条文は刑法：以下
同じ)、瓦斯等漏出（118条1項)、礼拝所不敬（188条１項)、傷害助勢（206条）（以上、新法定刑における嗣金多額
は１０万円)、封印破棄（９６条)、証拠隠滅（104条)、証人威迫（105条の２)、過失建造物等以外侵害（122条)、水利
妨害（123条)、往来妨害（124条１項)、不実記載免状等行使（158条1項）（以上、新法定刑における罰金多額は２０万
円）が、司法統計年報に掲載されている。しかし、いずれも事例数が非常に少ない（数年に人員数１程度）ため、検討
対象から除外した。
(28）本文で述べた罪の他に、中額群に属するものとしては、虚偽診断書行使（161条１項)、兇器準備集合（208条の２(平
成１３年の改正により２０８条の３))、過失傷害（209条）が、司法統計年報に掲載されている。しかし、虚偽診断書行使
および過失傷害については、検討対象期間を通じて事例数が少ない（人員数が年に１桁あるいは０）ため、また、兇器
準備集合については、検討期間の後半に事例数が極端に減少する（昭和６０年以降、多い年で人員数３０程度、少ない年
で１桁）ために、検討対象から除外した。
(29）本文で述べた罪の他に、高額群に属するものとしては、強制執行妨害（９６条の２)、建造物等失火（116条１項)、自
己所有非現住建造物等失火（116条２項)、公正証書原本不実記載（157条１項前段)、不実記載公正証書原本行使（158
条１項)、電磁的公正証書原本不実記録（157条１項後段)、不実記録電磁的公正証書原本供用（158条１項)、過失致死
（210条)、業務上過失傷害（刑法２１１条前段)、重過失傷害・致死（刑法２１１条後段)、名誉殿損（230条１項)、信用
殿損業務妨害（233条)、威力業務妨害（234条)、背任（247条)、境界損壊（境界殴損）（262条の２）が、司法統計年
報に掲載されている。このうち、業務上過失傷害および重過失傷害については後述（４(6)）する。また、その他の罪
については、前掲註(28)と同様の理由、すなわち事例数が少ないために、検討対象から除外した。
(30）本文で述べた罪の他に、超高額群に属するものとしては、電子計算機損壊等業務妨害（234条の２）（新法定刑にお
ける嗣金多額は１００万円)、業務上失火・重過失失火（117条の２)、富くじ発売（187条１項）（以上、新法定刑におけ
る罰金多額は１５０万円)、競売入札妨害（96条の３第１項)、談合行為（９６条の３第２項）（以上、新法定刑における嗣
金多額は２５０万円）が司法統計年報に掲載されているが、前掲註(28)と同様の理由により検討対象から除外した。
(31）刑事訴訟法２４８条は、「犯人の性格、年齢及び境遇、犯罪の軽重及び情状並びに犯罪後の情況により訴追を必要とし
ないときは、公訴を提起しないことができる」と規定する。
(32）起訴猶予率は、（(起訴猶予人員／(起訴人員十起訴猶予人員)）×100）により、起訴率は、（(起訴人員／(起訴人員
十不起訴人員)）×100）により算出した（｢犯罪白書（平成１４年版)」凡例１頁などを参照)。また、算出に用いたデー
タは、『検察統計年報』に掲載された表のうち、「罪名別被擬事件の既済及び未済の人員」（８表）および「最高検，高
検及び地検管内別自動車等による業務上(重)過失致死傷被擬事件の受理，既済及び未済の人員」（，表）による。
(33）川崎・前掲註(10）１６頁以下参照。
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Itisaveryimportantproblemonacriminalpolicyhowthelimitsofthesentencedefinedinthepenalty
nlleｓｈｏｕｌｄｂｅｓｅｔｕｐ・Especiallyaboutraisingofthelimits,thebigalglnnentwhichsometimesmvolvedin
thewholesocietyiscaused
lnordertodiscussthenecessityfｂｒｔｈｅｍｉｓｍｇ，ｉｔｉｓｎｏｔｒａｒｅｔｏｕｓethestatisticsdatashowingthe
distributionsituationofthesentenceinacmaltrials，either､However,theinvestigationusmgsuchstatistics
datacanhardly（eveniffew,itisofTiciaUy）ｂｅseen,onceamendmentofthepenahymlefbrthemismgis
perfbrmed、
so,intllispaper,amendmentoftheamountoffineperfbnnedinJapaninl991issetastheobjectof
mvestigation､Andwhilereexammingthenecessityfbrtheraising，itverifiesusmgstatisticsdataaboutthe
laisinghavinghadwhatkindofinfluenceonthesentencingsituation，ａｎｄthemismgbeingmade
appmpriate1y．
